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要  旨 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

７月16日に安保関連法案が衆議院で強行採決されました。政府はこれを110時間もの時間をかけて十分

審議したと言っていますが、実際この法案の中身は、武力攻撃事態法改正案、重要影響事態法案（周辺事

態法を改正）、ＰＫＯ協力法改正案、自衛隊法改正案、船舶検査法改正案、米軍等行動円滑化法案（米軍行

動円滑化法を改正）、海上輸送規制法改正案、捕虜取り扱い法改正案、特定公共施設利用法改正案、国家安

全保障会議（ＮＳＣ）設置法改正案の10もの法案を１つにまとめて提出したものであり、１つの法案に対

しては10時間そこそこという審議時間です。中身はどれもが国の方向性を変える大切な法案であり、本当

に一つ一つ議論が深まったのでしょうか。国民としては相当な疑念が残るものでした。そして、集団的自

衛権の必要性を総理大臣がテレビで火事に例えながら説明をしていましたが、国と国との間で人の命を奪

い合う争いを、一般の災害の火事と一緒に例えるのは、納得にはほど遠いものでもありました。 
政府は自衛隊のリスクはふえないと言っていますが、果たして断言できることでしょうか。今までアメ

リカのかかわってきた戦争ではどれだけの軍人、一般市民が命を落としてきたでしょう。日本でも、2003
年から09年までイラクへ派遣された自衛隊員のうち、在職中に自殺で死亡したと認定された隊員が29人

もいます。今後は集団的自衛権によるアメリカの後方支援が始まるとすれば、現地での戦闘に突然巻き込

まれるリスク、隊員の精神の緊張状態は増大するものと想像します。 
自衛隊員にも親がいます。当会のメンバーにも、息子さんが自衛官という親御さんもいます。これは子

どもを生み育てる母親としては特に強く強く懸念を持たざるを得ません。本市内の母親たちも日に日に強

い関心を持って見ています。命にかかわる法案に時間を幾らかけてもかけ過ぎはないはずです。なぜ今国

会での成立を急ぐのでしょうか。それはますます国民の理解を遠ざけるものではないでしょうか。 
よって、当会としては安保関連法案の撤廃が総意ではありますが、今回、以下の事項を請願します。 
 
１．安保関連法案の慎重審議を求める意見書を国に提出すること。 
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